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「くまがや市議会だより第29号」は、69,700部作成し、印刷・製本にかかる市の負担は、一部当たり９円です。 16

12月定例会日程（予定）

※本会議、一般質問は傍聴できます。
※開会は原則午前10時です。
※日程は変更になる場合があります。
　詳しいことは、議会事務局にお問
　い合わせください。
熊谷市議会事務局
TEL  048-524-1573（直通）
FAX  048-525-8886
E-mail  gikaijimukyoku@city.
      　　   kumagaya.lg.jp
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11月
29日(木)本会議
　　・開会
　　・会期の決定
　　・諸報告
　　・議案の上程
　　・議案説明等
12月
 ４日(火)本会議
　　・質疑
　　・委員会付託等
 ５日(水)委員会
　　・総務文教常任委員会
　　・福祉環境常任委員会
 ６日(木)委員会
　　・市民産業常任委員会
　　・都市建設常任委員会
11日(火)一般質問
12日(水)一般質問
13日(木)一般質問
18日(火)本会議
　　・各委員長報告
　　・質疑
　　・討論
　　・採決
　　・閉会

お詫びと訂正
　市議会だより第28号10ページの市政こ
こが知りたい！大山美智子議員の一般質
問（要旨）の掲載記事の中で、「憲法第
22条」は、「憲法第25条」の誤りでした。
お詫びして訂正いたします。

石綿による建設技能者の健康被害の拡大防止と、発症し
た際の労働災害の速やかな認定に関する意見書を提出
　石綿による健康被害は、近年、その深刻な状況が広く知られるようにな
り、建設技能者が抱く石綿健康管理手帳への期待は膨らむばかりである。
　石綿健康管理手帳は、離職の際または離職後に都道府県労働局長に申請
することにより交付され、指定された医療機関で定められた項目による健
康診断を受けられるものとして建設技能者にとって、なくてはならないも
のとなっている。
　しかし、受診可能な医療機関は、労災指定病院等一部指定医療機関のみ
であり、受診医療機関が少ないのが実態である。また、石綿による疾病は
30年から40年という長期間経過したのちに発症することが多く、亡くなっ
てから労働災害が認定される事例や、医学的認定基準を満たさず労働災害
の認定に結びつかない事例がある。そのため、早期に労働災害が認定され
ることは、発症した建設技能者にとって、何よりの支えである。
　よって、下記のとおり要望する。

　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　「石綿健康管理手帳」を利用した健康診断が受診できる指定医療機関
　　を拡充すること。
２　石綿による疾病に対して早期に労働災害の認定が受けられるように、
　　専門医を増やすこと。また、認定基準の緩和を検討すること。
３　労働災害補償制度の更なる拡充と石綿健康管理手帳の周知及び総合的
　　な石綿対策を講じること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　平成24年９月25日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県熊谷市議会　　

　《意見書提出先》
　　内閣総理大臣・厚生労働大臣・国土交通大臣・環境大臣
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